
JP 5093610 B2 2012.12.12

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　情報を記憶するＩＣ回路部と情報を送受信するタグアンテナとをそれぞれ備え、各種類
で互いに通信互換因子が異なり通信互換性のない複数種類の無線タグ回路素子に対して、
複数の通信形式を用いて通信可能な無線タグ通信システムであって、
　前記無線タグ回路素子と無線通信を行うための通信アンテナと、
　過去に使用された前記複数の通信形式それぞれの使用頻度実績に応じて決定した前記複
数の通信形式それぞれを少なくとも１回含む切替順序情報の配列を１つの切替周期として
、複数回繰り返すような前記切替順序情報を生成する切替順序生成手段と、
　前記切替順序生成手段で生成した前記切替周期の前記切替順序情報に応じて、前記複数
の通信形式を順次切り替える形式切替手段と、
　前記形式切替手段で順次切り替えられる各通信形式を用いて、前記無線タグ回路素子よ
り無線通信により情報取得を図る取得処理を行う情報取得手段と
を有し、
　前記切替順序生成手段は、
　前記複数の通信形式それぞれの使用頻度実績に応じて、１つの前記切替周期に占める各
通信形式の回数を算出する回数算出手段と、
　前記複数の通信形式のそれぞれを、１つの前記切替周期に前記回数算出手段で算出され
た回数だけ含まれ、かつ１つの前記切替周期の全体に渡って均等に分布するように振り分
けた、前記切替順序情報を生成する形式振り分け手段と
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を備えることを特徴とする無線タグ通信システム。
【請求項２】
　請求項１記載の無線タグ通信システムにおいて、
　前記切替周期は、前記複数種類の無線タグ回路素子の種類総数を所定数倍した前記切替
順序情報の配列の基準長であることを特徴とする無線タグ通信システム。
【請求項３】
　請求項１又は２記載の無線タグ通信システムにおいて、
　前記複数の通信形式それぞれの使用頻度実績を蓄積する実績蓄積手段を有し、
　前記実績蓄積手段の蓄積結果に基づく、使用頻度実績情報を取得する頻度情報取得手段
と
を有し、
　前記回数算出手段は、
　前記頻度情報取得手段で取得された前記使用頻度情報に応じて、前記各通信形式の回数
を算出する
ことを特徴とする無線タグ通信システム。
【請求項４】
　請求項３記載の無線タグ通信システムにおいて、
　前記切替順序生成手段は、
　所定の一定間隔で、新たな前記切替順序情報を生成し、
　前記形式切替手段は、
　前記切替順序生成手段で生成された新たな前記切替順序情報を用いて、前記複数の通信
形式を順次切り替える
ことを特徴とする無線タグ通信システム。
【請求項５】
　請求項３又は請求項４記載の無線タグ通信システムにおいて、
　前記通信アンテナを備えた無線タグ通信装置と、
　少なくとも、前記形式切替手段、前記情報取得手段、前記切替順序生成手段、前記実績
蓄積手段、及び前記頻度情報取得手段を備え、前記無線タグ通信装置を操作可能な操作端
末と
を有することを特徴とする無線タグ通信システム。
【請求項６】
　請求項１乃至請求項５記載の無線タグ通信システムにおいて、
　前記通信形式は、
　通信プロトコル、使用コマンド種類、及び通信パラメータのうち少なくとも１つの通信
互換因子を含む
ことを特徴とする無線タグ通信システム。
【請求項７】
　情報を記憶するＩＣ回路部と情報を送受信するタグアンテナとをそれぞれ備え、各種類
で互いに通信互換因子が異なり通信互換性のない複数種類の無線タグ回路素子に対し、複
数の通信形式を用いて通信可能な無線タグ通信装置であって、
　前記無線タグ回路素子と無線通信を行うための通信アンテナと、
　過去に使用された前記複数の通信形式それぞれの使用頻度実績に応じて決定した前記複
数の通信形式それぞれを少なくとも１回含む切替順序情報の配列を１つの切替周期として
、複数回繰り返すような前記切替順序情報を生成する切替順序生成手段と、
　前記切替順序生成手段で生成した前記切替周期の前記切替順序情報に応じて、前記複数
の通信形式を順次切り替える形式切替手段と、
　前記形式切替手段で順次切り替えられる各通信形式を用いて、前記無線タグ回路素子よ
り無線通信により情報取得を図る取得処理を行う情報取得手段と
を有し、
　前記切替順序生成手段は、
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　前記複数の通信形式それぞれの使用頻度実績に応じて、１つの前記切替周期に占める各
通信形式の回数を算出する回数算出手段と、
　前記複数の通信形式のそれぞれを、１つの前記切替周期に前記回数算出手段で算出され
た回数だけ含まれ、かつ１つの前記切替周期の全体に渡って均等に分布するように振り分
けた、前記切替順序情報を生成する形式振り分け手段と
を備えることを特徴とする無線タグ通信装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の通信形式を切り替えて通信可能な無線タグ通信システム及び無線タグ
通信装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　情報を記憶する無線タグ回路素子に対し非接触で情報の送受信を行うＲＦＩＤ（Ｒａｄ
ｉｏ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｉｄｅｎｔｉｆｉｃａｔｉｏｎ）システムが知られている。
【０００３】
　このＲＦＩＤシステムの１つとして、複数の異なる種別の無線タグに対し、それぞれに
対応する通信形式を切り替えて各種別の無線タグと通信可能な情報通信システムが知られ
ている（例えば、特許文献１参照）。この情報通信システムは、各種別に対して通信回数
の多い順で優先順位を決定し、種別不明の一つの無線タグに対して優先順位の高い種別の
順で複数の通信形式を順次切り替えて通信を行う。
【特許文献１】国際公開２００２／０４１１５８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記従来技術では、各通信形式に対応した通信プロトコルを切り替えることで互いに異
なる複数種類の通信形式を順次切り替える。しかしながら、各通信形式を等間隔で切り替
えていくときの順番を、優先順位が高い順となるように工夫しているに過ぎず、ある一定
時間内でみたときに各通信形式が占める時間割合はほぼ均等である。この結果、例えば操
作者が無線タグをかざし無線タグ回路素子を通信範囲内に位置させたとき、通信形式が合
致し直ちに情報読み取りが完了する確率は、使用頻度が低くめったに登場しない通信形式
でも使用頻度が高い通信形式でも、ほぼ同等となる。したがって、操作者が無線タグをか
ざした後に情報読み取りが完了するまでの時間の期待値は、上記のように使用頻度が低い
通信形式にも無駄に高い通信可能機会を提供する分、全体的に見ると低くなる。この結果
、必ずしも迅速で効率のよい無線通信ができるとは言えなかった。
【０００５】
　本発明の目的は、無線タグ回路素子に対し迅速で効率のよい無線通信を行うことができ
る無線タグ通信システム、及び無線タグ通信装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するために、第１の発明は、情報を記憶するＩＣ回路部と情報を送受信
するタグアンテナとをそれぞれ備え、各種類で互いに通信互換因子が異なり通信互換性の
ない複数種類の無線タグ回路素子に対して、複数の通信形式を用いて通信可能な無線タグ
通信システムであって、前記無線タグ回路素子と無線通信を行うための通信アンテナと、
過去に使用された前記複数の通信形式それぞれの使用頻度実績に応じて決定した前記複数
の通信形式それぞれを少なくとも１回含む切替順序情報の配列を１つの切替周期として、
複数回繰り返すような前記切替順序情報を生成する切替順序生成手段と、前記切替順序生
成手段で生成した前記切替周期の前記切替順序情報に応じて、前記複数の通信形式を順次
切り替える形式切替手段と、前記形式切替手段で順次切り替えられる各通信形式を用いて
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、前記無線タグ回路素子より無線通信により情報取得を図る取得処理を行う情報取得手段
とを有し、前記切替順序生成手段は、前記複数の通信形式それぞれの使用頻度実績に応じ
て、１つの前記切替周期に占める各通信形式の回数を算出する回数算出手段と、前記複数
の通信形式のそれぞれを、１つの前記切替周期に前記回数算出手段で算出された回数だけ
含まれ、かつ１つの前記切替周期の全体に渡って均等に分布するように振り分けた、前記
切替順序情報を生成する形式振り分け手段とを備えることを特徴とする。
 
【０００７】
　本願第１発明の無線タグ通信システムは、互いに通信互換性のない複数種類の無線タグ
回路素子と通信可能であり、それら複数種類の無線タグ回路素子の各種類にそれぞれ対応
した複数の通信形式を用いて通信可能に構成されている。
【０００９】
　このとき、本願第１発明においては、形式切替手段が複数の通信形式を順次切り替えて
いくとき、切替順序生成手段が使用頻度実績に応じて決定した１つの切替周期の切替順序
情報を生成することにより、形式切替手段は、その切替周期の切替順序情報に応じた切り
替え順序で切り替えを行い、かつその切替を切替周期による一定周期で繰り返し行うこと
ができる。その際、切替順序情報生成手段は、回数算出手段で、各通信形式の１つの切替
周期中における出現頻度を、過去の使用頻度の高低に対応した値に設定し、このようにし
て出現頻度が設定された各通信形式について、形式振り分け手段が切替周期の全体に渡っ
て均等に分布するように順序を振り分けたような切替順序情報を生成する。これにより、
その切替時に、過去に使用頻度が高かった通信形式が数多く登場するように、あるいは過
去に使用頻度が低かった通信形式はめったに登場しないように等、現実の使用実態に合致
した態様の切り替え順序で切り替えを行うことが可能となる。この結果、使用頻度が高い
ものも低いものも区別せず単純に各通信形式を同じ割合で切り換えていく場合や、所定の
優先順位に従って複数の通信形式を順次切り替えていく場合に比べ、例えば操作者が無線
タグをかざし無線タグ回路素子を通信範囲内に位置させた後、情報読み取りが実行される
までの時間の期待値を短縮することができる。この結果、通信機会の偏分布を防止できる
とともに、無駄な切り替え時間をなくし、迅速で効率のよい無線通信を行うことができる
。
　また、切替順序情報の生成と通信形式の切り替えとを別々の手段とすることで、切替順
序生成手段での切替順序情報の生成タイミングを、実際に形式切替手段で通信形式を切り
替えて通信を行うタイミングから分離することができる。すなわち、切替順序生成手段で
は（無線タグ回路素子と通信を行うかどうかに関係なく）随時所定のタイミングでそのと
きの最新の使用頻度実績に基づき切替順序情報を生成しておき、形式切替手段では（切替
順序生成手段による生成タイミングとは関係なく）その時点で生成されている切替順序情
報に基づいて通信形式を切り替え、通信を行うことができる。これにより、無線タグ回路
素子との無線通信をさらに効率よく行うことができる。また、１つの切替周期中に各通信
形式を少なくとも１回は含めることにより、過去に使用したことがほとんどないか全くな
い通信形式についても、必要最低限の通信チャンスを確保することができる。
　第２発明は、上記第１発明において、前記切替周期は、前記複数種類の無線タグ回路素
子の種類総数を所定数倍した前記切替順序情報の配列の基準長である。
 
【００１８】
　第３発明は、上記第１又は第２発明において、前記複数の通信形式それぞれの使用頻度
実績を蓄積する実績蓄積手段を有し、前記実績蓄積手段の蓄積結果に基づく、使用頻度実
績情報を取得する頻度情報取得手段とを有し、前記回数算出手段は、前記頻度情報取得手
段で取得された前記使用頻度情報に応じて、前記各通信形式の回数を算出することを特徴
とする。
 
【００１９】
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　これにより、予め用意された複数の通信形式のいずれかを用いて無線タグ回路素子と通
信が実行されるたび、その実績が実績蓄積手段に蓄積され、その蓄積結果に応じて頻度情
報取得手段で使用頻度実績情報が取得される。そして、その使用頻度情報に基づき、切替
順序生成手段の回数算出手段が、過去に使用頻度が高い通信形式は多い回数となるように
、過去に使用頻度が低い通信形式は少ない回数となるように、１切替周期中の回数を算出
し設定することができる。
【００２０】
　第４発明は、上記第３発明において、前記切替順序生成手段は、所定の一定間隔で、新
たな前記切替順序情報を生成し、前記形式切替手段は、前記切替順序生成手段で生成され
た新たな前記切替順序情報を用いて、前記複数の通信形式を順次切り替えることを特徴と
する。
 
【００２１】
　これにより、無線タグ回路素子に対して無線通信を行おうとするとき、その時点での最
新の使用頻度実績に応じた切替順序で通信形式を切り替え、情報取得を図ることができる
。この結果、無線タグ回路素子との無線通信をさらに効率よく行うことができる。
【００２２】
　第５発明は、上記第３又は第４発明において、前記通信アンテナを備えた無線タグ通信
装置と、少なくとも、前記形式切替手段、前記情報取得手段、前記切替順序生成手段、前
記実績蓄積手段、及び前記頻度情報取得手段を備え、前記無線タグ通信装置を操作可能な
操作端末とを有することを特徴とする。
 
【００２３】
　操作端末で無線タグ通信装置を操作し、通信アンテナを介して無線タグ回路素子と無線
通信を行い、情報取得を行う。具体的には、操作端末において、実績蓄積手段の蓄積結果
に基づき頻度情報取得手段で使用頻度実績情報を取得し、さらにそれに応じて切替順序生
成手段で切替順序情報を生成し、さらにそれに応じて形式切替手段により複数の通信形式
を順次切り替え、切り換えられた通信形式を用いて無線タグ回路素子より情報取得を図る
。これにより、無駄な切り替え時間をなくし、無線タグ回路素子に対し迅速で効率のよい
無線通信を行うことができる。また、このように操作端末と無線タグ通信装置とで機能を
分担することにより、例えば操作端末側に各手段の機能を実現するアプリケーションをイ
ンストールするだけで、無線タグ通信装置としては汎用の装置を用意すれば足りることと
なり、本願第８発明によるシステムの実現が容易となる。
【００２４】
　第６発明は、上記第１乃至第５発明のいずれかにおいて、前記通信形式は、通信プロト
コル、使用コマンド種類、及び通信パラメータのうち少なくとも１つの通信互換因子を含
むことを特徴とする。
 
【００２５】
　例えば２つの無線タグ回路素子について、通信互換因子として対応する通信プロトコル
、使用コマンド、通信パラメータのうち１つでも互いに異なると、無線タグ通信装置から
同一の通信形式では通信できない（＝通信互換性のない）別種類の無線タグ回路素子とな
る。本願第９発明においてはこれら通信形式を複数用意し、それら複数の通信形式を順次
切り替えることで、複数種類の無線タグ回路素子と通信可能に構成している。そしてこの
とき、各通信形式の使用頻度実績に応じた切り替え順序で切り替えることで、無線タグ回
路素子に対し迅速で効率のよい無線通信を行うことができる。
【００２６】
　上記目的を達成するために、第７発明は、情報を記憶するＩＣ回路部と情報を送受信す
るタグアンテナとをそれぞれ備え、各種類で互いに通信互換因子が異なり通信互換性のな
い複数種類の無線タグ回路素子に対して、複数の通信形式を用いて通信可能な無線タグ通
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信システムであって、前記無線タグ回路素子と無線通信を行うための通信アンテナと、過
去に使用された前記複数の通信形式それぞれの使用頻度実績に応じて決定した前記複数の
通信形式それぞれを少なくとも１回含む切替順序情報の配列を１つの切替周期として、複
数回繰り返すような前記切替順序情報を生成する切替順序生成手段と、前記切替順序生成
手段で生成した前記切替周期の前記切替順序情報に応じて、前記複数の通信形式を順次切
り替える形式切替手段と、前記形式切替手段で順次切り替えられる各通信形式を用いて、
前記無線タグ回路素子より無線通信により情報取得を図る取得処理を行う情報取得手段と
を有し、前記切替順序生成手段は、前記複数の通信形式それぞれの使用頻度実績に応じて
、１つの前記切替周期に占める各通信形式の回数を算出する回数算出手段と、前記複数の
通信形式のそれぞれを、１つの前記切替周期に前記回数算出手段で算出された回数だけ含
まれ、かつ１つの前記切替周期の全体に渡って均等に分布するように振り分けた、前記切
替順序情報を生成する形式振り分け手段とを備えることを特徴とする。
 
【００２７】
　本願第７発明の無線タグ通信装置は、互いに通信互換性のない複数種類の無線タグ回路
素子と通信可能であり、それら複数種類の無線タグ回路素子の各種類にそれぞれ対応した
複数の通信形式を用いて通信可能に構成されている。
 
【００２８】
　無線タグ回路素子と通信を行う際には、形式切替手段により複数の通信形式を順次切り
替えつつ、各通信形式を用いて情報取得手段が無線タグ回路素子より無線通信により情報
取得を図る。このようにして通信形式を順次切り換えていくことで、通信対象の無線タグ
回路素子の通信形式と合致したときに無線通信が完遂され、当該無線タグ回路素子から情
報読み取りを行うことができる。こうして、無線タグ回路素子がいずれの種類であるかに
係わらず、無線通信によって確実に情報を取得することができる。
【００２９】
　このとき、形式切替手段が複数の通信形式を順次切り替えていくとき、切替順序生成手
段が使用頻度実績に応じて決定した１つの切替周期の切替順序情報を生成することにより
、形式切替手段は、その切替周期の切替順序情報に応じた切り替え順序で切り替えを行い
、かつその切替を切替周期による一定周期で繰り返し行うことができる。その際、切替順
序情報生成手段は、回数算出手段で、各通信形式の１つの切替周期中における出現頻度を
、過去の使用頻度の高低に対応した値に設定し、このようにして出現頻度が設定された各
通信形式について、形式振り分け手段が切替周期の全体に渡って均等に分布するように順
序を振り分けて切替順序情報を生成する。これにより、その切替時に、現実の使用実態に
合致した態様の切り替え順序で切り替えを行うことが可能となる。この結果、通信機会の
偏分布を防止できるとともに、無駄な切り替え時間をなくし、無線タグ回路素子に対し迅
速で効率のよい無線通信を行うことができる。
 
【発明の効果】
【００３０】
　本発明によれば、無線タグ回路素子に対し迅速で効率のよい無線通信を行うことができ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３１】
　以下、本発明の一実施の形態を図面を参照しつつ説明する。
【００３２】
　図１に、本実施形態の無線タグ通信装置を備えた無線タグ通信システムを示す。
【００３３】
　図１に示すこの無線タグ通信システムＲＳは、互いに異なる複数の通信形式（詳細は後
述）を選択的に切り替えて用いて通信可能な無線タグ通信装置１００と、この無線タグ通
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信装置１００と例えばＵＳＢケーブル等を介して接続され、無線タグ通信装置１００を操
作可能な操作端末２００とを有している。操作端末２００は、一般に市販されている汎用
パーソナルコンピュータであり、液晶ディスプレイ等の表示部２０１及びキーボードやマ
ウス等の操作部２０２を有している。なお、ここでは無線タグ通信装置１００と操作端末
２００とを有線接続させた場合を例示したが、無線通信を介して無線接続させてもよい。
【００３４】
　図２に、上記無線タグ通信システムＲＳのシステム全体の機能構成を示す。
【００３５】
　この図２において、操作端末２００は、ＣＰＵ（中央演算装置）２０３と、例えばＲＡ
ＭやＲＯＭ等からなるメモリ２０４と、操作者からの指示や情報が入力される上記操作部
２０２と、各種情報やメッセージを表示する上記表示部２０１と、ハードディスク装置か
らなり各種情報を記憶する大容量記憶装置２０５（実績蓄積手段）と、ＵＳＢなどの規格
に準拠するインターフェース接続を介して無線タグ通信装置１００との情報信号の授受の
制御を行う通信制御部２０６とを備えている。
【００３６】
　ＣＰＵ２０３は、ＲＡＭの一時記憶機能を利用しつつＲＯＭに予め記憶されたプログラ
ムに従って信号処理を行い、それによって無線タグ通信装置１００との間で各種の指示信
号・情報信号の送受を行うようになっている。
【００３７】
　一方、無線タグ通信装置１００は、前述したように、異なる複数の通信形式を選択的に
切り替えて用い、情報を記憶するＩＣ回路部１５０及び情報の送受信を行うタグアンテナ
１５１を備えた複数の無線タグ回路素子Ｔｏに対し、情報の読み取り及び書き込みが可能
なリーダ・ライタである。
【００３８】
　この無線タグ通信装置１００は、通信範囲（図示せず）を形成してその中に存在する無
線タグ回路素子Ｔｏとの間で無線通信を行う通信アンテナ１０１と、この通信アンテナ１
０１を介し上記無線タグ回路素子ＴｏのＩＣ回路部１５０へ無線通信によりアクセスする
と共に、その無線タグ回路素子Ｔｏから読み出された信号を処理する高周波回路１０２と
、上記操作端末２００との間で行われる通信の制御を行う通信制御部１０４とを有してい
る。上記高周波回路１０２と操作端末２００のＣＰＵ２０３とは、通信制御部１０４，２
０６を介して情報の送受信が可能となっている。
【００３９】
　なお、後に詳述するように、上記無線タグ回路素子Ｔｏを備える無線タグＴには、当該
無線タグ回路素子Ｔｏに固有の通信形式が存在している。つまり、一つの無線タグＴは、
それが備える無線タグ回路素子Ｔｏに対応した通信形式に基づいて一つの種別に分類され
る。
【００４０】
　図３に、操作端末２００内における処理制御上の機能的構成の一例を示す。
【００４１】
　この図３において、操作端末２００の上記メモリ（ＲＡＭ）２０４上に、複数のアプリ
ケーションプログラム、通信処理プログラム、及び通信ドライバプログラムがそれぞれ展
開して起動しており、これらのプログラムの起動により機能的に構成されるアプリケーシ
ョン処理部ＡＰ、通信処理部ＣＰ、及び通信ドライバＣＤは、相互に指示信号と情報信号
を送受可能となっている。また、通信ドライバＣＤは上記通信制御部２０６，１０４同士
のインターフェース接続を介して無線タグ通信装置１００と信号を送受するようになって
いる。
【００４２】
　上記アプリケーション処理部ＡＰは、上記操作部２０２による操作者の操作入力に対し
、所定のアプリケーションプログラムに沿った処理を行い、対応する処理指示信号（読み
取りコマンド、書き込みコマンド等）を生成し、通信処理部ＣＰに出力する。通信処理部
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ＣＰは、上記アプリケーション処理部ＡＰで生成された処理指示信号に基づき対応する制
御信号を生成し、通信ドライバＣＤを介して無線タグ通信装置１００に送信することによ
り、無線タグ通信装置１００を制御する。
【００４３】
　図４に、上記無線タグ通信装置１００の高周波回路１０２の詳細構成を示す。
【００４４】
　この図４において、高周波回路１０２は、上記通信アンテナ１０１を介し上記無線タグ
Ｔの無線タグ回路素子ＴｏのＩＣ回路部１５０の情報へアクセスするものである。この高
周波回路１０２には、操作端末２００のＣＰＵ２０３により生成される、無線タグＴの無
線タグ回路素子ＴｏのＩＣ回路部１５０から読み出された信号を処理して情報を読み出す
と共に無線タグ回路素子ＴｏのＩＣ回路部１５０へアクセスして所望の情報を書き込むた
めの各種コマンドが、通信制御部２０６，１０４を介して入力される。なお、煩雑防止の
ため図４では通信制御部２０６，１０４の図示を省略している。
【００４５】
　高周波回路１０２は、通信アンテナ１０１を介し無線タグＴの無線タグ回路素子Ｔｏに
対して信号を送信する送信部１４２と、通信アンテナ１０１により受信された無線タグ回
路素子Ｔｏからの応答波を入力する受信部１４３と、送受分離器１４４とから構成される
。
【００４６】
　送信部１４２は、無線タグ回路素子ＴｏのＩＣ回路部１５０の無線タグ情報にアクセス
するための質問波を生成するブロックである。すなわち、送信部１４２は、周波数の基準
信号を出力する水晶振動子１４５Ａと、ＣＰＵ２０３の制御により水晶振動子１４５Ａの
出力を分周／遁倍して所定周波数の搬送波を発生させるＰＬＬ（Ｐｈａｓｅ　Ｌｏｃｋｅ
ｄ　Ｌｏｏｐ）１４５Ｂ、及びＶＣＯ（Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｏｓｃ
ｉｌｌａｔｏｒ）１４５Ｃと、上記ＣＰＵ２０３から供給される信号に基づいて上記発生
させられた搬送波を変調（この例ではＣＰＵ２０３からの「ＴＸ＿ＡＳＫ」信号に基づく
振幅変調）する送信乗算回路１４６（振幅変調の場合は増幅率可変アンプ等を用いてもよ
い）と、その送信乗算回路１４６により変調された変調波を増幅（この例ではＣＰＵ２０
３からの「ＴＸ＿ＰＷＲ」信号によって増幅率を決定される増幅）して所望の質問波を生
成するゲイン制御送信アンプ１４７とを備えている。そして、上記発生される搬送波は、
例えばＵＨＦ帯（又はマイクロ波帯、あるいは短波帯でもよい）の周波数を用いており、
上記ゲイン制御送信アンプ１４７の出力は、送受分離器１４４を介し通信アンテナ１０１
に伝達されて無線タグ回路素子ＴｏのＩＣ回路部１５０に供給される。なお、質問波は上
記のように変調した信号（変調波）に限られず、単なる搬送波のみの場合もある。
【００４７】
　受信部１４３は、通信アンテナ１０１で受信された無線タグ回路素子Ｔｏからの応答波
と上記搬送波とを乗算して復調するＩ相受信乗算回路１４８と、そのＩ相受信乗算回路１
４８の出力から必要な帯域の信号のみを取り出すためのＩ相バンドパスフィルタ１４９と
、このＩ相バンドパスフィルタ１４９の出力を増幅するＩ相受信アンプ１６２と、このＩ
相受信アンプ１６２の出力をさらに増幅してデジタル信号に変換するＩ相リミッタ１６３
と、上記通信アンテナ１０１で受信された無線タグ回路素子Ｔｏからの応答波と上記搬送
波が移相器１６７により位相を９０°遅らせた信号とを乗算するＱ相受信乗算回路１７２
と、そのＱ相受信乗算回路１７２の出力から必要な帯域の信号のみを取り出すためのＱ相
バンドパスフィルタ１７３と、このＱ相バンドパスフィルタ１７３の出力を増幅するＱ相
受信アンプ１７５と、このＱ相受信アンプ１７５の出力をさらに増幅してデジタル信号に
変換するＱ相リミッタ１７６とを備えている。そして、上記Ｉ相リミッタ１６３から出力
される信号「ＲＸＳ－Ｉ」及びＱ相リミッタ１７６から出力される信号「ＲＸＳ－Ｑ」は
、上記ＣＰＵ２０３に入力されて処理される。
【００４８】
　また、Ｉ相受信アンプ１６２及びＱ相受信アンプ１７５の出力は、強度検出手段として
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のＲＳＳＩ（Ｒｅｃｅｉｖｅｄ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｓｔｒｅｎｇｔｈ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ
)回路１７８にも入力され、それらの信号の強度を示す信号「ＲＳＳＩ」がＣＰＵ２０３
に入力される。これにより、無線タグ通信装置１００では、無線タグ回路素子Ｔｏとの通
信時における当該無線タグ回路素子Ｔｏからの信号の受信強度を検出することが可能とな
っている。
【００４９】
　そして上記の高周波回路１０２は、上記通信処理部ＰＣの処理に基づくＣＰＵ２０３か
らの制御信号の制御により、全ての通信形式に対応して無線通信を行えるようになってい
る。
【００５０】
　図５に、上記無線タグＴに備えられる無線タグ回路素子Ｔｏの機能的構成の一例を示す
。なお、図示するハードウェア的構成は、各通信形式やコマンドの種類によらず共通のも
のである。
【００５１】
　この図５において、無線タグ回路素子Ｔｏは、上述したように無線タグ通信装置１００
の通信アンテナ１０１と非接触で信号の送受信を行う上記タグアンテナ１５１と、このタ
グアンテナ１５１に接続された上記ＩＣ回路部１５０とを有している。
【００５２】
　ＩＣ回路部１５０は、タグアンテナ１５１により受信された質問波を整流する整流部１
５２と、この整流部１５２により整流された質問波のエネルギを蓄積し駆動電源とするた
めの電源部１５３と、上記タグアンテナ１５１により受信された質問波からクロック信号
を抽出して制御部１５７に供給するクロック抽出部１５４と、所定の情報信号を記憶し得
るメモリ部１５５と、上記タグアンテナ１５１に接続された変復調部１５６と、上記メモ
リ部１５５、クロック抽出部１５４、及び変復調部１５６等を介し上記無線タグ回路素子
Ｔｏの作動を制御するための上記制御部１５７とを備えている。
【００５３】
　変復調部１５６は、タグアンテナ１５１により受信された上記無線タグ通信装置１００
の通信アンテナ１０１からの質問波の復調を行い、また、上記制御部１５７からの返信信
号を変調し、タグアンテナ１５１より応答波（タグＩＤを含む信号）として送信する。
【００５４】
　クロック抽出部１５４は受信した信号からクロック成分を抽出し、当該クロック成分の
周波数に対応したクロックを制御部１５７に供給する。
【００５５】
　制御部１５７は、上記変復調部１５６により復調された受信信号を解釈し、上記メモリ
部１５５において記憶された情報信号に基づいて返信信号を生成し、この返信信号を上記
変復調部１５６により上記タグアンテナ１５１から返信する制御等の基本的な制御を実行
する。
【００５６】
　図６は、操作端末２００が管理するタグ種別テーブルの一例を概念的に表す図である。
このタグ種別テーブルは、操作端末２００の大容量記憶装置２０５に記憶保持されて通信
処理部ＣＰのみが管理する情報である。
【００５７】
　図６に示すように、タグ種別テーブルには、通信処理部ＣＰが登録した全てのタグ種別
に対し、登録順の通し番号で設定されたタグ種別番号の項目（最も左端の「タグ種別」の
項目）が設けられている。そして各タグ種別番号に対応して（つまり各タグ種別に対応し
て）、通信互換因子を構成する規格、送信コマンド、通信パラメータの各項目と、実績読
取回数、及び頻度クラスをそれぞれ記録する項目が設けられている。これらのうち、「規
格」「送信コマンド」「通信パラメータ」は、対応するタグ種別に固定的に設定される（
すなわち上述した各タグ種別固有の通信形式に対応する）。「実績読取回数」「頻度クラ
ス」は、多くの無線タグＴを読み取った過程を経て累積変化する。
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【００５８】
　「規格」項目には、無線タグＴの通信プロトコル（送信プロトコル）の標準的仕様とし
て規定された規格が記録される。「送信コマンド」項目には、対応する規格に準じたコマ
ンド種類か又は専用のコマンド種類が記録される。ここで、通信プロトコルとしては、例
えばＩＳＯ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ　ｆｏｒ　Ｓｔａ
ｎｄａｒｄｉｚａｔｉｏｎ）／ＩＥＣ　１４４４３のＴｙｐｅＡやＴｙｐｅＢ、ＩＳＯ／
ＩＥＣ　１５６９３、Ｆｅｌｉｃａ（登録商標）等が挙げられる。
【００５９】
　「通信パラメータ」項目には、通信速度や変調度などといった無線通信に必要とされる
各種設定が記録され、対応する規格が許容する範囲内で多様に調整される。そして、これ
らの規格、送信コマンド、及び通信パラメータ等の通信互換因子の組み合わせによって通
信形式が決定される。したがって、これら規格、送信コマンド、及び通信パラメータの各
設定のいずれか一つでも異なれば互いに異なる通信形式であり、ある種別の無線タグに対
しては、当該無線タグに固有の通信形式でない通信形式を用いた場合には正常に無線通信
を行うことができない。つまり、タグ種別テーブル中に登録されている所定のタグ種別と
正常に無線通信を行うためには、当該タグ種別に対応する規格、送信コマンド、及び通信
パラメータを参照し、それらに基づいた通信形式の無線通信を行う必要がある。
【００６０】
　「実績読取回数」項目には、それまでに通信アンテナ１０１を介して読み取った回数（
使用頻度実績）をタグ種別ごとに集計されて記録される。「頻度クラス」項目は、その実
績読取回数の高さ順位を示す。この例では、実績読取回数の高い順に応じてアルファベッ
ト文字の“Ａ”，“Ｂ”，“Ｃ”，“Ｄ”，・・・を割り当てて表記している。なお、特
に詳しく説明しないが、このような頻度クラスの割り当て設定は、通信処理部ＣＰが適宜
のタイミング（例えば無線タグＴの読み取りを行うたびに）で自動的に実績読取回数に連
動して設定する。なお、この例では、頻度クラスを、各タグ種別に対して一意的に設定し
（つまり全てのタグ種別にそれぞれ異なる頻度クラスが設定され）ている。この結果、各
タグ種別をタグ種別番号を用いて個別に特定できるのみならず、頻度クラスを用いても個
別に特定できるようにしているが、必ずしもこれに限られるものではない。
【００６１】
　次に図７、図８、図９を用いて、本実施形態の無線タグ通信システムＲＳにおける通信
形式（言い換えれば、通信対象とするタグ種別）の切り替え手法について説明する。
【００６２】
　まず、本発明の無線タグ情報システムＲＳにおいては、操作端末２００を介した所定の
操作により無線タグＴの読み取り処理を開始させ、それからは一つの無線タグＴを読み取
る無線通信を繰り返し継続して行う。そしてこの間は、常に通信対象とするタグ種別（す
なわち通信形式。以下同様）を切り替え、この切り替えの都度、対応する通信互換因子（
この例では規格、送信コマンド、及び通信パラメータ）を上記タグ種別テーブルから参照
して無線通信を行う。そしてそのように無線通信を繰り返している間に、ユーザが種別不
明の無線タグＴを通信アンテナ１０１の通信可能範囲内に位置させることで無線タグＴの
読み取りを行わせる。無線タグ情報システムＲＳは常にタグ種別を切り替えて無線通信を
繰り返しているため、通信可能範囲内に存在する無線タグＴのタグ種別に対応した無線通
信を行った際に適正な読み取りが行われることになる。
【００６３】
　このとき、タグ種別を切り替えて無線通信を繰り返す際、この例では、ランダムにタグ
種別を切り替えるのではなく、タグ種別の切り替え順序を一定周期で同じ順序パターンを
繰り返すように切り替える。このようにタグ種別を周期的に切り替えるための順序パター
ン（切替順序情報）を、以下「マルチリード配列情報」と称する。本実施形態におけるマ
ルチリード配列情報の手法原理を以下、図７及び図８を用いて説明する。
【００６４】
　図７は、既存の無線タグ通信システムにおいて実行されている、最も単純なマルチリー
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ド配列情報の一例であり、全てのタグ種別を頻度クラスの高い順で１回ずつ切り替えるパ
ターンである。図示する例では、“ＡＢＣＤ”の計４回分の無線通信で一つのマルチリー
ド配列情報が構成されている。
【００６５】
　しかし、この図７に示すマルチリード配列情報では、過去の読み取り実績に関係なく全
てのタグ種別に対して均等な回数で割り当てるよう切り替えられるため、頻度クラス別で
過去の実績読取回数に大きな偏りがある場合には、読み取り効率が著しく低下してしまう
ことが予想される。
【００６６】
　つまり、過去の実績読取回数に基づいて頻度クラスが“Ａ”であるタグ種別は将来的に
も最も多くの頻度で読み取られることが予想されるが、例えばその頻度が全体の半分を超
える場合であっても、図７に示すマルチリード配列情報に従うと頻度クラス“Ａ”のタグ
種別を読み取る機会は全体の４分の１でしかないため、ユーザが任意のタイミングで種別
不明の無線タグＴを通信可能領域内へ位置させた際に直ちに当該無線タグＴの種別に応じ
た無線通信が行われる確率的期待値はかなり低いことが予想される。
【００６７】
　また一方、頻度クラス“Ｄ”のタグ種別に対しては、将来的にも読み取られる可能性が
非常に低い（過去の実績読取回数が０又は０に近い）場合であっても、図７に示すマルチ
リード配列情報に従うとその読み取る機会が全体の４分の１も設けられているため、明ら
かに無応答となる無駄な無線通信が過剰に繰り返されることが予想される。
【００６８】
　そこで、本実施形態の無線タグ通信システムＲＳでは、図８に示すようなマルチリード
配列情報に従ってタグ種別の切り替え順序を繰り返すことにより、種別不明の無線タグＴ
の読み取り効率を向上させるものである。このマルチリード配列情報の特徴として、タグ
種別の総数（タグ種別番号の最大値）の３倍の通信回数をタグ種別切替周期（つまりマル
チリード配列情報の全長）の基準長として設定しつつ、そのうち各タグ種別の実績読取回
数の比率に応じてそれぞれ対応する頻度クラスの通信回数（出現頻度）が設定されている
。なお、たとえ過去に一度も読み取られていないタグ種別（つまり対応する実績読取回数
が０のタグ種別）であっても、本実施形態のマルチリード配列情報中においては全てのタ
グ種別がそれぞれ必ず１度は無線通信を行う機会が設定されるようになっている。また、
通信回数が複数回設定される頻度クラスのタグ種別はマルチリード配列情報の全体に渡っ
て均等に分布させるように配置した配列情報となっている。
【００６９】
　図８に示すマルチリード配列情報の例は、上記図６に示したタグ種別テーブルの内容例
に対応して設定されたものであり、頻度クラスが“Ａ”～“Ｄ”となる４種類のタグ種別
に対してその３倍、つまり４×３＝１２回の通信回数で切替周期長が設定されている。そ
して各頻度クラス“Ａ”，“Ｂ”，“Ｃ”，“Ｄ”のそれぞれの実績読取回数が１７回，
８回，５回，０回であることに基づき、各読み取り回数が総読み取り回数（計３０回）に
占める割合にほぼ対応した６回，３回，２回，１回（計１２回）でマルチリード配列情報
内の通信回数を設定している。すなわち、まず、実績読取回数の比率で単純に計算すると
、“Ａ”クラスについては（１７／３０）×１２＝６．８［回］となり、“Ｂ”クラスに
ついては（８／３０）×１２＝３．２［回］となり、“Ｃ”クラスについては、（５／３
０）×１２＝２．０［回］となる。一方、頻度クラス“Ｄ”の実績読取回数が０回である
ため、同様の計算に基づくとそのままでは設定される通信回数は０［回］となる。しかし
ながら、前述の理由によりこのマルチリード配列情報内で１回の通信回数を確保するよう
にしており、この結果、この例では“Ａ”クラス６回、“Ｂ”クラス３回、“Ｃ”クラス
２回と設定することで、“Ｄ”クラス１回を含め、合計１２回となるように調和させてい
る（＝調和補正。後述の図１２参照）。そして、通信回数が複数回設定されている頻度ク
ラス“Ａ”，“Ｂ”，“Ｃ”については、それぞれ無線通信を行う機会がマルチリード配
列情報の全体に渡って均等に分布するよう配置されている。
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【００７０】
　この状況において、過去の実績読取回数が最も多い頻度クラス“Ａ”のタグ種別は将来
的にも読み取りが行われる可能性が高く、ユーザが任意のタイミングでこの頻度クラス“
Ａ”のタグ種別の無線タグＴを通信可能領域内へ位置させた際には直ちに当該無線タグＴ
の種別に応じた無線通信が行われる確率的期待値がかなり高いことが予想される。また次
いで頻度クラスが“Ｂ”，“Ｃ”であって将来的に読み取りが行われる可能性の高いタグ
種別の無線タグＴに対しても、順次相応の確率的期待値で迅速に当該タグ種別に応じた無
線通信が行われることが予想される。上記のように、過去の実績読み取り回数に応じ、頻
度“Ａ” “Ｂ”“Ｃ”“Ｄ”クラスそれぞれに対して６［回］、３［回］、２［回］、
１［回］と設定することにより、種別不明の無線タグＴに対して迅速で効率のよい無線通
信を行うことができる。
【００７１】
　次に、上記のようにして１つのマルチリード配列情報中における設定回数が決まった各
頻度クラスについて、通信機会がマルチリード配列情報の全体に渡ってなるべく均等にな
るようにするための手法について説明する。
【００７２】
　図９は、上記図６に示したタグ種別テーブルの内容例に対応して図８に示したマルチリ
ード配列情報を生成する手順を説明する図である。図中における右側半分が図６のタグ種
別テーブルの内容例に基づいたクラス頻度別の通信回数の払い出し過程を示しており、図
中の左側半分が生成目的であるマルチリード配列情報の生成過程を示している。つまり、
図中の右側半分において、予めマルチリード配列情報中における各頻度クラス別の通信回
数がそれぞれ設定されている状況で、所定の法則に基づき通信機会を一つずつ図示の左側
半分へ払い出し図中の左詰めで配列することでマルチリード配列情報を生成する過程を示
している。
【００７３】
　ここで上記の通信機会の払い出しに関する法則とは、所定の頻度クラスの残存通信回数
が、当該「所定の頻度クラス」も含めて下位側にあたる全ての頻度クラスのそれぞれの残
存通信回数の総計と比較してとても多いと判定された場合には、当該「所定の頻度クラス
」の残存通信回数から通信機会を一つマルチリード配列情報に払い出す、というものであ
り、これを最上位の頻度クラス（つまり“Ａ”）から下位に向かう順に推移して通信機会
の払い出しを繰り返すものである。そしてこの例では、上記の「比較してとても多い」の
判定基準を２分の１より大きいか否かとしている。
【００７４】
　まず初めに、図９（ａ）において、図中の右側半分には、上記図６のタグ種別テーブル
の内容例に基づき前述のようにして１つのマルチリード配列情報について予め設定された
、各クラス頻度別の通信回数が保持されている。つまり、この状態では、各頻度クラス“
Ａ”，“Ｂ”，“Ｃ”，“Ｄ”の残存通信回数がそれぞれ６回，３回，２回，１回（計１
２回）に設定された初期状態となっている。
【００７５】
　ここで上記通信機会の払い出しに関する法則を適用すると、まず最上位クラスの“Ａ”
の残存通信回数（＝６）が、当該クラスも含めた下位側全ての頻度クラス（つまり“Ａ”
～“Ｄ”の全クラス）のそれぞれの残存通信回数の総計（＝１２）と比較してとても多い
（２分の１より大きい）か否かを判定する。この場合、６＝１２／２であるため、「比較
してとても多い」の判定は満たされず、頻度クラス“Ａ”の残存通信回数から通信機会の
払い出しは行われない。そして次に下位にあたる頻度クラス“Ｂ”について判定が推移す
る。
【００７６】
　頻度クラス“Ｂ”については、対応する残存通信回数（＝３）が、当該クラスも含めた
下位側全クラス（つまり“Ｂ”～“Ｄ”のクラス）の残存通信回数の総計（＝６）の２分
の１であるため、上記同様、判定は満たされない。このため、頻度クラス“Ａ”と同様に
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対応する残存通信回数から通信機会の払い出しは行われずに、次に下位にあたる頻度クラ
ス“Ｃ”について判定が推移する。
【００７７】
　次の頻度クラス“Ｃ”については、対応する残存通信回数（＝２）が、当該クラスも含
めた下位側全クラス（つまり“Ｃ”，“Ｄ”のクラス）の残存通信回数の総計（＝３）の
２分の１（＝１．５）より大きいため、判定が満たされる。これにより、図９（ｂ）に示
すように、頻度クラス“Ｃ”に対応する残存通信回数から一つの通信機会“Ｃ”が払い出
され（残存通信回数は１減算）、図中の左側半分のマルチリード配列情報に左詰め（つま
りタグ種別切替順）で配列される。
【００７８】
　このような通信機会の払い出しを行うたびに、判定を最上位の頻度クラス“Ａ”に戻す
。つまり次に図９（ｂ）の状態において、最上位クラスの“Ａ”の残存通信回数（＝６）
が、当該クラスも含めた下位側全クラス（つまり“Ａ”～“Ｄ”の全クラス）の残存通信
回数の総計（＝１１）の２分の１より大きいか否かを判定する。この場合、６＞１１／２
（＝５．５）であるため、判定が満たされる。これにより、図９（ｃ）に示すように、頻
度クラス“Ａ”に対応する残存通信回数から一つの通信機会“Ａ”が払い出され、マルチ
リード配列情報に左詰め（先に払い出された“Ｃ”の右隣り）で配列される。そしてまた
判定を最上位の頻度クラス“Ａ”に戻す。
【００７９】
　以降、同様にして判定と残存通信回数の払い出しを繰り返すことで、図９（ｍ）に示す
ように全ての通信機会の払い出しが終了した際には、各頻度クラス別の通信機会を全体に
渡って均等に分布させるよう配置したマルチリード配列情報（図８参照）が生成される。
なお、この図９に示す均等分布化（通信機会の偏分布防止化）の手法は一例であり、他の
手法によってもよい。
【００８０】
　図１０は、操作端末２００のＣＰＵ２０３によって実行されるマルチリード処理の制御
手順を表すフローチャートである。なお、このマルチリード処理は上述の通信処理部ＣＰ
において実行される処理の一つであり、操作部２０２の操作などを介して実行開始が指示
された際にこのフローが開始される。また、このフロー開始時には、タグ種別テーブルの
頻度クラスが実績読取回数に応じて既に設定されているものとする。
【００８１】
　図１０において、まず、ステップＳ５では、最新のマルチリード配列情報を取得する。
このマルチリード配列情報については、後述するマルチリード配列情報更新処理を所定の
時間間隔で定期的に実行することにより、各タグ種別の実績読取回数及び頻度クラスの経
時変化に対応して最新の内容に更新されたマルチリード配列情報を取得することができる
。
【００８２】
　次にステップＳ１０へ移り、上記ステップＳ５で取得したマルチリード配列情報の配列
要素数Ｓ（上述の例ではタグ種別数×３によりＳ＝１２）を取得する。これは、取得した
マルチリード配列情報中に設定された全ての通信回数を数えることにより取得することが
できる。
【００８３】
　次にステップＳ１５へ移り、カウンタ変数Ｉに１を代入して初期設定する。
【００８４】
　次にステップＳ２０へ移り、マルチリード配列情報中においてＩ番目に位置する配列要
素の頻度クラスを参照し、それに対応するタグ種別（言い換えれば通信形式）を通信対象
のタグ種別（通信形式）として設定する。
【００８５】
　次にステップＳ２５へ移り、上記ステップＳ２０で設定した通信形式に対応する通信互
換因子（この例では規格、送信コマンド、及び通信パラメータ）をタグ種別テーブルから
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取得して、それに基づいた無線通信を行い無線タグＴの読み取りを行う。
【００８６】
　次にステップＳ３０へ移り、カウンタ変数Ｉの値が上記ステップＳ１０で取得した配列
要素数Ｓの値より小さいか否か、つまりマルチリード配列情報内の全ての配列要素を一巡
してそれぞれに対応したタグ種別の無線通信を終えたか否かを判定する。カウンタ変数Ｉ
の値が配列要素数Ｓの値より小さい場合、判定は満たされ、すなわちまだマルチリード配
列情報１回分の切替周期の途中の状態にあるとみなされ、次のステップＳ３５でカウンタ
変数Ｉの値が１増加された後にステップＳ２０へ戻って同様の手順を繰り返す。一方、カ
ウンタ変数Ｉの値が配列要素数Ｓの値と同じであった場合、判定は満たされず、すなわち
マルチリード配列情報１回分の切替周期が終了したものとみなされ、次のステップＳ４０
へ移る。
【００８７】
　ステップＳ４０では、操作部２０２を介して所定の終了操作が入力されたか否かを判定
し、終了操作が入力されている場合は判定が満たされてこのフローを終了し、入力されて
いない場合は判定が満たされずステップＳ１５に戻り同様の手順を繰り返す。
【００８８】
　上記のフローによる制御手順を行うことにより、マルチリード配列情報に従ったパター
ン順序でタグ種別を切り替えて行う無線タグＴの読み取り通信を行うことができ、この切
替周期を所定の終了操作が入力されるまで繰り返し継続して行うことができる。
【００８９】
　図１１は、操作端末２００のＣＰＵ２０３によって実行されるマルチリード配列情報更
新処理の制御手順を表すフローチャートである。なお、このマルチリード配列情報更新処
理もまた上述の通信処理部ＣＰにおいて実行される処理の一つであり、所定の時間間隔で
自動的にこのフローが開始される。また、このフロー開始時においても、タグ種別テーブ
ルの頻度クラスが実績読取回数に応じて既に設定されているものとする。
【００９０】
　図１１において、まずステップＳ２００で　マルチリード配列情報の配列要素数のうち
、各頻度クラスに対応するタグ種別にそれぞれ割り当てる通信回数を算出する、種別回数
割当処理を実行する（後述の図１２参照）。
【００９１】
　次にステップＳ３００へ移り、上記図９に示した手法によって各頻度クラス別の通信機
会をマルチリード配列情報の全体に渡って均等に分布させる、種別均等配分処理を実行す
る（後述の図１３参照）。
【００９２】
　次にステップＳ１０５へ移り、上記のステップＳ２００及びステップＳ３００によって
新たに生成されたマルチリード配列情報を用いて、マルチリード配列情報の更新を行う。
これは、例えば古いマルチリード配列情報に上書きするか、又は古いマルチリード配列情
報と明確に区別できるように記憶して更新すればよい。
【００９３】
　図１２は、図１１中のステップＳ２００において実行される種別回数割当処理の詳細手
順を表すフローチャートである。
【００９４】
　この図１２において、まず、ステップＳ２０５では、タグ種別数ＴＳを取得する。この
タグ種別数ＴＳは、上記図６に示したタグ種別テーブルに登録されているタグ種別の総数
であり、つまりタグ種別番号の最大値と同じ値となる。なおこのフローにおいては、タグ
種別番号によりタグ種別の特定を行う。
【００９５】
　次にステップＳ２１０へ移り、同じタグ種別テーブルを参照して、各タグ種別に対応す
る実績読取回数（使用頻度実績情報）をＪ（１～ＴＳ）の配列情報として取得する。ここ
で、配列情報Ｊ（Ｘ）はタグ種別番号がＸであるタグ種別に対応する実績読取回数が代入
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されるものを意味している。また、実績読取回数Ｊ（１～ＴＳ）は、実績読取回数Ｊ（１
）から実績読取回数Ｊ（ＴＳ）までのＴＳ個の情報の集合である（以下同様とする）。
【００９６】
　次にステップＳ２１５へ移り、各タグ種別の実績読取回数比Ｒ（１～ＴＳ）を算出する
。この実績読取回数比Ｒ（Ｘ）は、（Ｊ（Ｘ）／（Ｊ（１）＋・・・＋Ｊ（ＴＳ））で求
めることができ、すなわち過去に読み取った無線タグＴの総数のうちにおけるタグ種別Ｘ
の割合を示す値である。
【００９７】
　次にステップＳ２２０へ移り、タグ種別番号に対応させるカウンタ変数Ｉに１を代入し
て初期設定する。
【００９８】
　次にステップＳ２２５へ移り、割当読取回数Ｎ（Ｉ）をＲ（Ｉ）×３×ＴＳで算出する
。すなわち、この例では、マルチリード配列情報の基準長として、タグ総数ＴＳの３倍の
値（３×ＴＳ）を用いている（これに限られず、他の値でもよい）。そして、このステッ
プＳ２２５では、この３ＴＳに実績読取回数比Ｒ（Ｉ）をかけることで、タグ種別番号が
Ｉであるタグ種別（以下において「タグ種別Ｉ」と表記する）の過去の読み取り割合に応
じた、１つのマルチリード配列情報内におけるタグ種別Ｉの通信機会の割当数が算出され
る。なお、この割当読取回数Ｎ（Ｉ）は、切り上げ、切り捨て、四捨五入等の適宜の手法
により小数点以下の端数を処理し、整数化しておく（但し必ずしもこれには限られない）
。以下、この整数化した割当読み取り回数を単にＮ（Ｉ）のように表記する。
【００９９】
　次にステップＳ２３０へ移り、上記ステップＳ２２５で算出した割当読取回数Ｎ（Ｉ）
が１未満であるか否かを判定する。割当読取回数Ｎ（Ｉ）が１未満である場合、判定は満
たされ、マルチリード配列情報内におけるタグ種別Ｉの通信機会を少なくとも１回は確保
する必要があることから、次のステップＳ２３５でＮ（Ｉ）＝１とし、次のステップＳ２
４０へ移る。一方、割当読取回数Ｎ（Ｉ）が１以上である場合、判定は満たされず、すな
わちマルチリード配列情報内におけるタグ種別Ｉの通信機会が少なくとも１回は確保され
ているものとみなされ、そのままステップＳ２４０へ移る。
【０１００】
　ステップＳ２４０では、カウンタ変数Ｉの値がタグ種別数ＴＳの値より小さいか否か、
つまり全てのタグ種別に対して割当読取回数Ｎ（Ｉ）が算出されたか否かを判定する。カ
ウンタ変数Ｉの値がタグ種別数ＴＳの値より小さい場合、判定は満たされ、次のステップ
Ｓ２４５でカウンタ変数Ｉの値が１増加された後にステップＳ２２５へ戻って同様の手順
を繰り返す。一方、カウンタ変数Ｉの値がタグ種別数ＴＳの値と同じであった場合、判定
は満たされず、このフローを終了する。
【０１０１】
　上記のフローによる制御手順を行うことにより、マルチリード配列情報を生成するため
の各タグ種別１～ＴＳの残存通信回数である割当読取回数Ｎ（１～ＴＳ）が設定される。
【０１０２】
　図１３は、先に図９で示したマルチリード配列情報の生成手法を実行するために、図１
１中のステップＳ３００において実行される種別均等配分処理の詳細手順を表すフローチ
ャートである。なおこのフローにおいては、特に注記しない限りタグ種別番号によりタグ
種別を特定するものとし、また例えば「Ｎ（クラス：Ａ）」のように表記している場合に
は頻度クラスによりタグ種別を特定するものとする。また、この図１３においては、図示
の煩雑を回避するために、上記図６のタグ種別テーブルや図９において説明した例に対応
した、タグ種別数ＴＳが４つ（頻度クラスが“Ａ”～“Ｄ”の４種類）である場合のフロ
ーを例にとって示している。
【０１０３】
　この図１３において、まず、ステップＳ３０５では、生成しようとするマルチリード配
列情報の配列要素数Ｓを算出する。この配列要素数Ｓは、上記図１２の種別回数割当処理
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で算出した割当読取回数Ｎ（１～ＴＳ）の累計（Ｎ（１）＋・・・＋Ｎ（ＴＳ））で求め
ることができ、つまり１つのマルチリード配列情報における通信回数の総数であって、言
い換えれば１回分の切替周期におけるタグ種別の切替回数となる。なお、この配列要素数
Ｓは、ステップＳ２２５、ステップＳ２３０、及びステップＳ２３５等における割当読取
回数Ｎ（１～ＴＳ）の小数点以下の端数の処理によって、前述の基準長３×ＴＳと異なる
場合がありうる。
【０１０４】
　次にステップＳ３１０へ移り、マルチリード配列情報ＭＤ（１～Ｓ）の内容を初期化す
る。具体的には、上記ステップＳ３０５で算出した配列要素数Ｓの長さでマルチリード配
列情報ＭＤを生成するものと定義し、そしてこのマルチリード配列情報ＭＤ（１～Ｓ）中
の各要素には頻度クラスを表記するアルファベット文字が代入されるものとして、無記入
文字（いわゆるヌル文字“”）を各要素に代入して初期化を行う。
【０１０５】
　次にステップＳ３１５へ移り、カウンタ変数Ｉに１を代入して初期設定する。
【０１０６】
　次にステップＳ３２０へ移り、判定比較値ＸＡ＝（Ｓ－Ｉ＋１）／２を算出する。この
判定比較値ＸＡは、頻度クラス“Ａ”に対応するタグ種別の残存通信回数であるＮ（クラ
ス：Ａ）と比較させる値である。
【０１０７】
　次にステップＳ３２５へ移り、Ｎ（クラス：Ａ）＞ＸＡであるか否か、すなわち頻度ク
ラス“Ａ”の残存通信回数（＝Ｎ（クラス：Ａ））が、当該クラスも含めた下位側全ての
頻度クラス（つまり“Ａ”～“Ｄ”の全クラス）のそれぞれの残存通信回数の総計（＝Ｓ
－Ｉ＋１）と比較してとても多い（２分の１より大きい）か否かを判定する。割当読取回
数Ｎ（クラス：Ａ）が判定比較値ＸＡより大きい場合、判定が満たされ、すなわち頻度ク
ラス“Ａ”に対応する残存通信回数から一つの通信機会“Ａ”がマルチリード配列情報Ｍ
Ｄ（Ｉ）に払い出すべきものとして次のステップＳ３３０へ移る。
【０１０８】
　ステップＳ３３０では、マルチリード配列情報ＭＤ（Ｉ）の内容にアルファベットの文
字“Ａ”を代入する。つまり、マルチリード配列情報ＭＤにおけるＩ番目の無線通信を、
頻度クラス“Ａ”に対応するタグ種別に対して行わせるように設定する。
【０１０９】
　次にステップＳ３３５へ移り、割当読取回数Ｎ（クラス：Ａ）の値を１減算する。つま
り、頻度クラス“Ａ”の残存通信回数（＝Ｎ（クラス：Ａ））を一つ減算することになり
、上記のステップＳ３３０とこのステップＳ３３５によって頻度クラス“Ａ”の残存通信
回数から一つの通信機会“Ａ”がマルチリード配列情報ＭＤに払い出しされることになる
。そして次のステップＳ３９０へ移る。
【０１１０】
　また一方、上記ステップＳ３２５の判定において、割当読取回数Ｎ（クラス：Ａ）が判
定比較値ＸＡ以下である場合、判定は満たされず、すなわち頻度クラス“Ａ”に対応する
残存通信回数からは通信機会“Ａ”をマルチリード配列情報ＭＤ（Ｉ）に払い出すべきで
はないとし、その次の下位クラスにあたる頻度クラス“Ｂ”に判定を推移するようステッ
プＳ３４０へ移る。
【０１１１】
　ステップＳ３４０では、判定比較値ＸＢ＝（Ｓ－Ｉ＋１－Ｎ（クラス：Ａ））／２を算
出する。この判定比較値ＸＢは、頻度クラス“Ｂ”に対応するタグ種別の残存通信回数で
あるＮ（クラス：Ｂ）と比較させる値である。
【０１１２】
　次にステップＳ３４５へ移り、Ｎ（クラス：Ｂ）＞ＸＢであるか否か、すなわち頻度ク
ラス“Ｂ”の残存通信回数（＝Ｎ（クラス：Ｂ））が、当該クラスも含めた下位側全ての
頻度クラス（つまり“Ｂ”～“Ｄ”のクラス）のそれぞれの残存通信回数の総計（＝Ｓ－
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Ｉ＋１－Ｎ（クラス：Ａ））と比較してとても多い（２分の１より大きい）か否かを判定
する。割当読取回数Ｎ（クラス：Ｂ）が判定比較値ＸＢより大きい場合、判定が満たされ
、すなわち頻度クラス“Ｂ”に対応する残存通信回数から一つの通信機会“Ｂ”がマルチ
リード配列情報ＭＤ（Ｉ）に払い出すべきものとして次のステップＳ３５０へ移る。
【０１１３】
　ステップＳ３５０では、マルチリード配列情報ＭＤ（Ｉ）の内容にアルファベットの文
字“Ｂ”を代入し、次のステップＳ３５５では割当読取回数Ｎ（クラス：Ｂ）の値を１減
算する。これらステップＳ３５０とステップＳ３５５により頻度クラス“Ｂ”の残存通信
回数から一つの通信機会“Ｂ”がマルチリード配列情報ＭＤに払い出しされることになる
。そして次のステップＳ３９０へ移る。
【０１１４】
　また一方、上記ステップＳ３４５の判定において、割当読取回数Ｎ（クラス：Ｂ）が判
定比較値ＸＢ以下である場合、判定は満たされず、すなわち頻度クラス“Ｂ”に対応する
残存通信回数からは通信機会“Ｂ”をマルチリード配列情報ＭＤ（Ｉ）に払い出すべきで
はないとし、その次の下位クラスにあたる頻度クラス“Ｃ”に判定を推移するようステッ
プＳ３６０へ移る。
【０１１５】
　ステップＳ３６０では、判定比較値ＸＣ＝（Ｓ－Ｉ＋１－Ｎ（クラス：Ａ）－Ｎ（クラ
ス：Ｂ））／２を算出する。この判定比較値ＸＣは、頻度クラス“Ｃ”に対応するタグ種
別の残存通信回数であるＮ（クラス：Ｃ）と比較させる値である。
【０１１６】
　次にステップＳ３６５へ移り、Ｎ（クラス：Ｃ）＞ＸＣであるか否か、すなわち頻度ク
ラス“Ｃ”の残存通信回数（＝Ｎ（クラス：Ｃ））が、当該クラスも含めた下位側全ての
頻度クラス（つまり“Ｃ”，“Ｄ”のクラス）のそれぞれの残存通信回数の総計（＝Ｓ－
Ｉ＋１－Ｎ（クラス：Ａ）－Ｎ（クラス：Ｂ））と比較してとても多い（２分の１より大
きい）か否かを判定する。割当読取回数Ｎ（クラス：Ｃ）が判定比較値ＸＣより大きい場
合、判定が満たされ、すなわち頻度クラス“Ｃ”に対応する残存通信回数から一つの通信
機会“Ｃ”がマルチリード配列情報ＭＤ（Ｉ）に払い出すべきものとして次のステップＳ
３７０へ移る。
【０１１７】
　ステップＳ３７０では、マルチリード配列情報ＭＤ（Ｉ）の内容にアルファベットの文
字“Ｃ”を代入し、次のステップＳ３７５では割当読取回数Ｎ（クラス：Ｃ）の値を１減
算する。これらステップＳ３７０とステップＳ３７５により頻度クラス“Ｃ”の残存通信
回数から一つの通信機会“Ｃ”がマルチリード配列情報ＭＤに払い出しされることになる
。そして次のステップＳ３９０へ移る。
【０１１８】
　また一方、上記ステップＳ３６５の判定において、割当読取回数Ｎ（クラス：Ｃ）が判
定比較値ＸＣ以下である場合、判定は満たされず、すなわち頻度クラス“Ｃ”に対応する
残存通信回数からは通信機会“Ｃ”をマルチリード配列情報ＭＤ（Ｉ）に払い出すべきで
はないとし、最下位クラスにあたる頻度クラス“Ｄ”に対応する残存通信回数から通信機
会“Ｄ”をマルチリード配列情報ＭＤ（Ｉ）に払い出すべきとして次のステップＳ３８０
へ移る。
【０１１９】
　ステップＳ３８０では、マルチリード配列情報ＭＤ（Ｉ）の内容にアルファベットの文
字“Ｄ”を代入し、次のステップＳ３８５では割当読取回数Ｎ（クラス：Ｄ）の値を１減
算する。これらステップＳ３８０とステップＳ３８５により頻度クラス“Ｄ”の残存通信
回数から一つの通信機会“Ｄ”がマルチリード配列情報ＭＤに払い出しされることになる
。そして次のステップＳ３９０へ移る。
【０１２０】
　ステップＳ３９０では、カウンタ変数Ｉの値が上記ステップＳ３０５で取得した配列要
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素数Ｓの値より小さいか否か、つまりマルチリード配列情報ＭＤ内の全ての配列要素ＭＤ
（１～Ｓ）にそれぞれ頻度クラスを設定してマルチリード配列情報ＭＤの生成が終了した
か否かを判定する。カウンタ変数Ｉの値が配列要素数Ｓの値より小さい場合、判定は満た
され、すなわちまだマルチリード配列情報ＭＤの生成途中の状態にあるとみなされ、次の
ステップＳ３９５でカウンタ変数Ｉの値が１増加された後にステップＳ３２０へ戻って同
様の手順を繰り返す。一方、カウンタ変数Ｉの値が配列要素数Ｓの値と同じであった場合
、判定は満たされず、すなわちマルチリード配列情報ＭＤの生成が終了したものとみなさ
れ、このフローを終了する。
【０１２１】
　上記のフローによる制御手順を行うことにより、上記図９に示した手法に基づいて、各
頻度クラス別の通信機会をマルチリード配列情報ＭＤ（１～Ｓ）の全体に渡って均等に分
布させるよう配置することができる。
【０１２２】
　以上において、上記図１０のフローにおけるステップＳ２０の手順が、形式切替手段と
して機能し、またステップＳ２５の手順が情報取得手段として機能する。また、図１２に
示すフローのステップＳ２１５～ステップＳ２４５の手順が回数算出手段として機能し、
図１１のステップＳ３００の手順が形式振り分け手段として機能し、これらとステップＳ
１０５の手順とが、切替順序生成手段として機能する。また、図１２のステップＳ２１０
の手順が、頻度情報取得手段として機能する。
【０１２３】
　以上説明したように、本実施形態においては、図１０のステップＳ２０において、複数
のタグ種別に対応した各通信形式を順次切り替えていくとき、それまでの過去に使用され
た各タグ種別の実績読取回数に応じた切り替え順序で切り替える。これにより、その切替
時に、過去に使用頻度が高かったタグ種別（前述の“Ａ”クラス等）が数多く登場するよ
うに、あるいは過去に使用頻度が低かったタグ種別（前述の“Ｄ”クラス等）はめったに
登場しないように等、現実の使用実態に合致した態様の切り替え順序で切り替えを行うこ
とができる。この結果、使用頻度が高いものも低いものも区別せず単純に各タグ種別を同
じ割合で切り換えていく場合や、所定の優先順位に従って複数の通信形式を順次切り替え
ていく場合に比べ、例えば操作者が無線タグＴをかざし無線タグ回路素子Ｔｏを通信範囲
内に位置させた後、無線タグ通信装置１００で情報読み取りが実行されるまでの時間の期
待値を短縮することができる。この結果、迅速で効率のよい無線通信を行うことができる
。
【０１２４】
　また、この実施形態では特に、実績読取回数に応じたマルチリード配列情報ＭＤを生成
し、ステップＳ２０において、そのマルチリード配列情報ＭＤに応じ、現実の使用実態に
合致した態様の切り替え順序で切り替えを行う。具体的には、使用頻度が過去に高かった
タグ種別は今後も高い確率で使用されることが予想されるので、そのようなタグ種別を高
い頻度で出現させるようにマルチリード配列情報ＭＤを生成する。これにより、現実の使
用実態に合致した態様で、効率のよい通信を行うことができる。このとき特に、１つのマ
ルチリード配列情報ＭＤ中に各タグ種別を少なくとも１回は含めることにより、過去に使
用したことがほとんどないか全くないタグ種別についても、必要最低限の通信機会を確保
することができる。
【０１２５】
　また、この実施形態では特に、予め用意された複数のタグ種別のいずれかを用いて無線
タグ回路素子Ｔｏと通信が実行されるたび、その実績が大容量記憶装置２０５のタグ種別
テーブルに実績読取回数として蓄積され、その蓄積結果に応じて図１２のステップＳ２１
０で実績読取回数Ｊ（１～ＴＳ）が取得される。そして、その実績読取回数Ｊ（１～ＴＳ
）に基づき、ステップＳ２１５～ステップＳ２４５において、過去に使用頻度が高いタグ
種別は多い回数となるように、過去に使用頻度が低いタグ種別は少ない回数となるように
、１切替周期中の回数を算出し設定することができる。
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【０１２６】
　また、この実施形態では特に、図１１のフローによるマルチリード配列情報ＭＤの生成
と、図１０のフローによるタグ種別（通信形式）の切り替えとを別々の処理で行うことで
、マルチリード配列情報ＭＤの生成タイミングを、実際にステップＳ２０で各タグ種別を
切り替えて通信を行うタイミングから分離することができる。すなわち、マルチリード配
列情報更新処理では（無線タグ回路素子Ｔｏと通信を行うかどうかに関係なく）、前述し
たように随時所定のタイミング（あるいは所定の一定間隔）でそのときの最新の実績読取
回数に基づきマルチリード配列情報ＭＤを生成しておく。そして、ステップＳ２０では（
マルチリード配列情報更新処理による生成タイミングとは関係なく）、その時点で生成さ
れているマルチリード配列情報ＭＤに基づいて各タグ種別を切り替え、通信を行うことが
できる。これにより、無線タグ回路素子Ｔｏに対して無線通信を行おうとするとき、その
時点での最新の実績読取回数に応じた切替順序でタグ種別を切り替え、情報取得を図るこ
とができる。この結果、無線タグ回路素子Ｔｏとの無線通信をさらに効率よく行うことが
できる。
【０１２７】
　また、この実施形態では特に、操作端末２００と無線タグ通信装置１００とで機能を分
担することにより、例えば操作端末２００側に各制御手順や処理の機能を実現するアプリ
ケーションをインストールするだけで、無線タグ通信装置１００としては汎用の装置を用
意すれば足りることとなり、本実施形態の無線タグ通信システムの実現が容易となる。
【０１２８】
　なお、本発明は、上記実施形態のように操作端末２００と無線タグ通信装置１００とを
別体で構成して情報送受可能に接続した構成に限られない。すなわち、例えば携帯型のハ
ンディリーダ（特に図示せず）のようにＣＰＵ２０３、メモリ２０４、表示部２０１、操
作部２０２、大容量記憶装置２０５、高周波回路１０２、通信アンテナ１０１の全てを一
体にまとめた無線タグ通信装置の構成（いわゆるオールインワンタイプ）としてもよい。
この場合にも、ＣＰＵ２０３が上記のステップＳ２０とステップＳ２５を実行できるよう
にする。
【０１２９】
　この場合には、ステップＳ２０において複数のタグ種別（通信形式）を順次切り替えて
いくとき、それまでの過去に使用された各タグ種別の使用頻度実績に応じた切り替え順序
で切り替える。これにより、上記実施形態と同様、その切替時に、現実の使用実態に合致
した態様の切り替え順序で切り替えを行うことが可能となる。この結果、上記同様、無駄
な切り替え時間をなくし、無線タグ回路素子Ｔｏに対し迅速で効率のよい無線通信を行う
ことができる。
【０１３０】
　なお、マルチリード配列情報ＭＤは、上記図８、図９に示したように全体に渡ってタグ
種別を均等に分布させる配列以外にも、例えば図１４に示すように頻度クラスの高い順に
それぞれまとめて配置するようにしてもよい。この場合でも、各タグ種別の実績読取回数
に応じた通信回数を設定することで、それぞれ相応の確率的期待値で迅速にタグ種別に応
じた無線通信が行うことができる。この場合にはステップＳ３００の種別均等配分処理が
不要となるため、マルチリード配列情報ＭＤを迅速かつ容易に生成することができる。
【０１３１】
　なお、以上において、図３、図４、図５等の各図中に示す矢印は信号の流れの一例を示
すものであり、信号の流れ方向を限定するものではない。
【０１３２】
　また、図１０、図１１、図１２、図１３等に示すフローチャートは本発明を上記フロー
に示す手順に限定するものではなく、発明の趣旨及び技術的思想を逸脱しない範囲内で手
順の追加・削除又は順番の変更等をしてもよい。
【０１３３】
　また、以上既に述べた以外にも、上記実施形態や各変形例による手法を適宜組み合わせ
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【０１３４】
　その他、一々例示はしないが、本発明は、その趣旨を逸脱しない範囲内において、種々
の変更が加えられて実施されるものである。
【図面の簡単な説明】
【０１３５】
【図１】本発明の一実施形態の無線タグ通信装置を備えた無線タグ通信システムを表すシ
ステム構成図である。
【図２】無線タグ通信システムのシステム全体の機能構成を表す機能ブロック図である。
【図３】操作端末内における処理制御上の機能的構成の一例を表すブロック図である。
【図４】無線タグ通信装置の高周波回路の詳細構成を表す機能ブロック図である。
【図５】無線タグに備えられる無線タグ回路素子の機能的構成の一例を表す機能ブロック
図である。
【図６】操作端末が管理するタグ種別テーブルの一例を概念的に表す図である。
【図７】最も単純なマルチリード配列情報を表した図である。
【図８】実施形態に用いるマルチリード配列情報を表した図である。
【図９】図６に示したタグ種別テーブルの内容例に対応して図８に示したマルチリード配
列情報を生成する手順を説明する図である。
【図１０】操作端末のＣＰＵによって実行されるマルチリード処理の制御手順を表すフロ
ーチャートである。
【図１１】操作端末のＣＰＵによって実行されるマルチリード配列情報更新処理の制御手
順を表すフローチャートである。
【図１２】図１１中のステップＳ２００において実行される種別回数割当処理の詳細手順
を表すフローチャートである。
【図１３】図１１中のステップＳ３００において実行される種別均等配分処理の詳細手順
を表すフローチャートである。
【図１４】マルチリード配列情報の変形例を表す図である。
【符号の説明】
【０１３６】
　１００　　　　　　無線タグ通信装置
　１０１　　　　　　通信アンテナ
　１４２　　　　　　送信部
　１４３　　　　　　受信部
　１５０　　　　　　ＩＣ回路部
　１５１　　　　　　タグアンテナ
　２００　　　　　　操作端末
　２０１　　　　　　表示部
　２０２　　　　　　操作部
　２０５　　　　　　大容量記憶装置（実績蓄積手段）
　ＡＰ　　　　　　　アプリケーション処理部
　ＣＰ　　　　　　　通信処理部
　ＲＳ　　　　　　　無線タグ通信システム
　Ｔ　　　　　　　　無線タグ
　Ｔｏ　　　　　　　無線タグ回路素子
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